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株式会社Ⅹの下請協力会の会員である大
工Ａが、会社の施工する2階建住宅新築工
事現場（屋根工事）で、2階屋根付近の足
場から転落し、背中と首を強打し負傷した。
　

下請協力会所属の大工であっても、その
実態が、実質的に会社との使用従属関係に
あるとされ、株式会社Ⅹの労働者として業
務上災害として認定された。

　
大工Ａ（以下、A）は、株式会社Ⅹ（以下、
Ｘ）の下請協力会に加入しており、会社か
ら注文を受けて住宅建設の仕事を施工し、
報酬は、毎月20日締切日で請求、翌月15
日払いとされていた。
Ｘでは、雨などで建物内部が濡れること
を防ぐため、屋根工事を早く仕上げるため
人手を集めて作業を行うことが多かった。
本件屋根工事も同様の理由から注文があ
り、通常の工事と異なり、注文書による施
工の依頼ではなく、Ｘの現場主任から直接
電話で依頼された。
現場に集合後朝礼を行い、現場主任から、
高所作業に対する安全作業上の注意、マ
ニュアルによる作業方法の説明、各人の作
業分担の指示のほか、手が空いた場合は他
の者の作業を手伝うことなどについても指
示があった。また、当日の手間代は1人 1
日 1万 6000円とされ、屋根工事を早く終
わらせるため、1時間程度は残業をして欲
しい旨も伝えられた。残業分は、2割 5分
増しに相当する1時間2500円で請求する
ように言われた。
朝礼が終わり作業開始となった後、Ａは
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2階の屋根付近から転落し負傷した。工事
の手間代の決済は、Ａと同時に施工を行っ
たＤ作成の請求書には、事故当日分の「屋
根常用手間」代として、現場主任の説明ど
おり1日 1万 6000円、残業代2500円と
記載していたことから、Ｘは同様の内容で
の支払いをＡに約したものとみられる。
事故当日のＡらの就業状況を総合すれ
ば、Ａは、屋根工事における作業の具体的
内容および方法について会社から指示を受
けて行われたものであり、しかも、他の者
の作業への協力および時間外労働の実施に
ついても協力を要請されていることなどか
ら、Ａは、Ｘの指揮監督の下に屋根工事の
作業についたものと解される。当日の報酬
も、日額で定められ、その額も高額とはい
えず、しかも時間外労働に対する2割5分
増しの割増金を約していることから、これ
を賃金と解すべきが相当である。
したがって、Ａが通常会社から依頼され
ている仕事についてのＸとの関係はともか
くとして、今回の屋根工事に関しては、Ａ
とＸとの間には、使用従属関係があるもの
と解せざるを得ず、Ａは、事故による受傷
に関しては、Ｘの労災保険上の労働者であ
ると判断された。
労災保険法では、労働者の定義規定を置
いていないが、同法にいう労働者とは、労
働基準法（以下、労基法）に規定する労働
者と同一のものをいうと解され、労基法9
条は「労働者とは、職業の種類を問わず、
事業又は事務所に使用される者で、賃金を
支払われる者をいう」、同法11条は「賃
金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名
称のいかんを問わず、労働の対償として
使用者が労働者に支払うすべてのものをい
う」と規定。両規定を併せ考えると、同法
にいう労働者とは、労務提供の形態や報酬

の労務対償性その他これに関連する諸要素
を総合考慮したうえで使用従属関係の有無
で決まるもので、この場合の「使用従属関
係」とは、労務の提供を約した者が、相手
方（使用者）の指揮命令に服して業務に従
事する関係をいうものと解されている。
労働者性を判断する要素として「仕事の
依頼・業務従事に対する諾否の自由の有無、
業務遂行上の指揮監督関係の有無・程度、
勤務時間・勤務場所の拘束性の有無、服務
規律の適用の有無、労務提供の代替性の有
無」などが挙げられる。これらを総合的に
検討し、労基法上、また労災保険法上の労
働者に該当するかどうかとされている。た
だし、労働者とそれ以外の者の判別を行う
ことに微妙なケースが多くあり、個々の事
例に照らし合わせて認定する必要がある。
本件では、上記内容を踏まえて、労働者性
があるとされ、業務上災害と認定された。
下請協力会を使う建設会社は、通常注文
を受けて施工を行うという契約上労働者と
みなされない者であっても、個別の業務の
具体的な実態により労災保険上の労働者と
みなされ、さらには安全配慮義務違反まで
問われかねないことに考慮すべきである。
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